「足立区脱炭素ロードマップ（案）」について、ご説明いたします。
まずは策定の目的と背景についてご説明いたします。
区では施策を環境の視点から整理・体系化し、環境の保全に関する基本的方向を示す計画として、足立区環境基本計画を策定しています。
２０２１（令和３）年度に見直しを行った第三次足立区環境基本計画改定版では、世界的に深刻化している地球温暖化の影響や、区と区議会とが共同で、すべての区民、事業者、団体等の主体と気候が地域を超えた非常事態であることの認識を共有し、二酸化炭素排出実質ゼロを目指「足立区二酸化炭素排出実質ゼロ宣言」を発出したことについて掲載しています。さらに、その中間目標として、２０３０（令和１２）年度の二酸化炭素排出削減目標を「2013（平成25）年度比46％以上の削減、さらに５０％の高みを目指すと定めています。
この目標の実現に向け、区、区民、事業者等すべての主体と危機感を共有し、オール足立で取組みを進めるためには、区の課題を明確にし、特徴を活かした具体的な二酸化炭素削減策や啓発策を示すことが重要であると考え、実行計画である「足立区脱炭素ロードマップ」を策定することとしました。
ロードマップの計画期間は、２０２２（令和４）年度から２０３０（令和１２）年度までの９年間です。

また、目まぐるしく変化する昨今の社会・経済情勢を踏まえ、それらに的確に対応するため、取組み、目標ともに３年ごとに見直しを行うこととしています。
二酸化炭素の削減効果量についても計画期間の開始後最初の３年が経過する２０２４（令和６）年度と、最終の２０３０（令和１２）年度の見込みを示しています。
次に、脱炭素ロードマップに示す二酸化炭素排出削減に関する考え方についてご説明いたします。
ロードマップにおける二酸化炭素排出削減目標は、東京都内の市区町村が連携・共同して取り組むプロジェクトである「オール東京62市区町村共同事業、みどり東京・温暖化防止プロジェクト」の独自手法により毎年度算定される実績をもとに設定しました。

しかしながら、二酸化炭素排出量の算出根拠となるエネルギー使用量については、都全体の使用量を地域ごとの活動量の割合で案分して数値化しているものもあり、区の取組結果が削減量に必ずしも反映されない場合があります。

そのため、区内外のさまざまな要因が反映される数値であることを踏まえ、二酸化炭素排出量、エネルギー使用量については参考値として使用します。

また、二酸化炭素の削減は技術の進歩による家電製品の性能、送電技術の向上、人口や世帯数の減少、省エネルギーへの取組など、多くの要素によって影響を受けるため、現在の取組を続けた場合でも、一定量の削減を見込むことができます。
しかし、目標の実現を確実なものとするため、国や都の施策との連携に加え、区独自の取組を展開していくことで、２０３０年度目標を達成するとともに、長期目標である「２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロ」の実現に向け、取組を加速させていくことが重要となると考えます。
次に脱炭素化を実現するための取組の体系についてご説明いたします。
足立区において二酸化炭素の排出割合が多く、今後一層の排出削減に取り組む必要がある家庭部門、業務部門、運輸（自動車）部門及び廃棄物分野の事業を重点分野の事業として位置付け、以下の３つの方策の推進に取り組みます。
一点目が、太陽光発電設備(再生可能エネルギー)導入及び建築物ゼロエネルギービルディング（ゼブ）化促進策です。
家庭部門のエネルギー使用割合が高いことへの対策として、省エネの推進と併せ、区の特徴である太陽光発電設備設置ポテンシャルを最大限に活用していきます。
二点目が、電気自動車導入促進策です。
足立区は東京２３区で自動車部門の二酸化炭素排出量が最も高いため、区が率先して電気自動車への移行を進め、走行に伴う二酸化炭素排出量の削減を図る必要があります。
三点目が、ごみの減量策です。焼却処分するごみの減量による二酸化炭素削減量は、ほかの取組と比較して非常に多く、効果的な取組みと言うことができます。
そのほか、区民・事業者並びに区役所職員の脱炭素化に向けた行動変容を促し、重点事業の促進に資するため、意識啓発につながる方策を推進していきます。
次に個別事業を紹介いたします。
足立区脱炭素ロードマップでは、区全域での取組みと公共施設等、区の事務事業での取組みとに分け個別の事業を示しています。重点分野の一点目の区域施策と事務事業というような分類をし、それぞれの２０２４（令和６）年度の二酸化炭素削減見込み量を表すことで取組みによる効果の目安を示しています。
重点分野１の太陽光発電設備(再生可能エネルギー)導入及び建築物ゼロエネルギービルディング（ゼブ）化促進策です。
区域施策では太陽エネルギー利用システム設置費補助金、ゼロエネルギーハウス（ゼッチ）、ゼロエミッション（ゼロエミ）住宅補助金の補助事業や、民間施設のゼロエネルギービルディング（ゼブ）化促進により２０２４年度までに１６９４．８トンの削減、事務事業では、災害時には避難所となる小中学校への国の補助を活用した太陽光発電システム、蓄電池設置による再生可能エネルギー導入とレジリエンス強化事業と公共施設のゼロエネルギービルディング（ゼブ）化により、２０２４年度までに９５２．４トンの削減を見込んでいます。
重点分野２の電気自動車導入促進策です。
区域施策では、電気自動車等購入費補助金や戸建住宅向け電気自動車等充電設備設置費補助金等の支援や区内を走るコミュニティバス「はるかぜ」へのＥＶバス導入に向けた運行事業者向け支援により２０２４年度までに３７３．６トンの削減、事務事業では、公用車の電気自動車移行と自動車使用の適正化による使用の削減により２０２４年度までに７．２トンの削減を見込んでいます。
重点分野３のごみの減量策です。
こちらは、区域施策のみで、事業用大規模建築物へのごみ減量指導や、民間事業者と連携した粗大ごみの再活用促進策の実施などによる廃棄物の削減と、フードドライブ（未利用食品の回収）やＡＩ需要予測システムの活用などによる食品ロスの削減、プラスチック資源の循環利用推進のための分別収集実施などにより２０２４年度までに１０７７３．８トンの削減を見込んでいます。
そのほか、重点以外の啓発を中心とした事業では、区域施策として、蓄電池、ＬＥＤ照明設置、省エネリフォーム等補助事業や、再生可能エネルギー１００％の電力に電力契約を見直した家庭や商店向けの協力金の支給、環境学習やイベント実施による行動変容の促進などにより、２０２４年度までに１８３８．８トンの削減、事務事業では、ペーパーレス化の推進や友好都市などの森林吸収量をクレジットとして購入し、区の排出量と相殺するカーボンオフセットの実施、施設に給水スポット（ウォーターサーバー）設置によるマイボトル利用促進などにより、２０２４年度までに１７２４５．０トンの削減を見込んでいます。

以上で、「足立区脱炭素ロードマップ（案）」の説明を終わります。

